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１ 

 

１ 計画の概要 

(1) 趣旨 

障害のある方が地域で自立した生活を送るための基盤として、就労支援は重要であ

り、一般就労を希望する方には、できる限り一般就労していただけるように、一般就

労が困難である方には、就労継続支援Ｂ型事業所等での工賃の水準が向上するよう

に、それぞれ支援していくことが必要です。 

新潟県では、これまで「新潟県障害者授産施設工賃倍増計画」（期間：平成 19 年度

から 23 年度まで）、「新潟県工賃向上計画」（期間：平成 24 年度から 26 年度まで、

平成 27 年度から 29 年度まで）を作成し工賃向上に取り組んでまいりました。 

その結果、工賃水準は向上し、平成 29 年度の平均工賃月額は 14,472 円となりまし

たが、この時点で目標とした 15,600 円には達しておらず、引き続き、工賃向上に計画

的に取り組んでいくことが必要です。 

先に策定した県の最上位の行政計画である「にいがた未来創造プラン」（以下「プ

ラン」という。）においては、平均作業工賃月額を達成目標（成果指標）として、工

賃向上に取り組んでいくこととしています。 

また、国においても、平成 30 年２月に「『工賃向上計画』を推進するための基本的

な指針」（以下「基本指針」という。）を一部改正し、平成 30 年度以降も工賃向上に

向けた取組を推進することとしています。 

以上のことから、基本指針及びプランに基づき新たに「新潟県工賃向上計画」（以

下「計画」という。）を作成し、引き続き工賃向上に積極的に取り組んでまいりま

す。 

 

(2) 期間 

平成 30 年度から平成 32 年度までとします。 

 

(3) 対象 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成 17 年法律第

123 号）第５条第１項に規定する障害福祉サービス事業（就労継続支援Ｂ型を行う事

業に限る。）を行う事業所とします。 

 

(4) 計画の作成及び進行管理・推進体制 

計画は、新潟県自立支援協議会就労支援部会の意見聴取を経て作成しました。 

なお、計画の達成状況について新潟県自立支援協議会就労支援部会で評価を行い、

必要に応じて見直しを行うなど、計画の推進を図ってまいります。 

 



 

２ 

 

２ 県平均作業工賃月額実績 

(1)【表１】県平均作業工賃月額実績の推移（H24～H29）（カッコ内は前年度比） 

年度 H24 H25 H26 H27 H28 H29 

事業所数 

 

145 

 

155 

(10) 

169 

(14) 

181 

(12) 

186 

(5) 

197 

(11) 

工賃支払総額 

(千円) 

584,993 

 

641,586 

(56,594) 

723,835 

(82,248) 

791,087 

(67,252) 

842,507 

(51,420) 

877,984 

(35,477) 

月延べ人数 

(人) 

43,928 

 

47,824 

(3,896) 

51,233 

(3,409) 

55,022 

(3,789) 

58,063 

(3,041) 

60,668 

(2,605) 

平均工賃月額 

(円) 

13,317 

 

13,416 

(99) 

14,128 

(712) 

14,378 

(250) 

14,510 

(132) 

14,472 

(▲38) 

平均工賃時間額 

（円） 

155 

 

159 

(4) 

170 

(11) 

175 

(5) 

178 

(3) 

182 

(4) 

全国平均 

(円) 

14,190 

 

14,437 

(247) 

14,838 

(401) 

15,033 

(195) 

15,295 

(262) 

15,603 

(308) 

 

(2)【表２】年度別工賃実績別事業所数（H27～H29） 

平均工賃月額（円） 年度別事業所数 

 H27 H28 H29 

0～ 4,999 7 11 12 

5,000～ 9,999 52 46 52 

10,000～14,999 59 60 62 

15,000～19,999 39 42 42 

20,000～24,999 12 13 15 

25,000～29,999 5 5 5 

30,000～35,000 7 9 9 

合計事業所数 181 186 197 

(参考)平均工賃月額（円） 14,378 14,510 14,472 

平均額以上事業所数 68 73 78 

平均額以上事業所割合(％) 38 39 40 

※10,000 円～14,999 円の範囲に多く分布。20,000 円以上の事業所が増加。 

 

 

 

 

 

 



 

３ 

 

３ 工賃向上計画に向けた主な取組 

(1) 進出準備・研究経費等支援事業（H27～29） 

新規分野に進出しようとする事業所に対し、準備・研究や初期設備整備を支援する

事業を実施しました。 
  ○進出準備・研究経費等支援事業活用事業所の工賃実績 

年度 H26 H27実施 H28実施 H29実施 差(H26-H29) 

事業活用事業所数 － 14 (10) (15) － 

「H27実施14事業所」 

の平均工賃月額の推移 
17,292円

 
18,212円

 
19,100円

 
19,434円

 
2,142円

 

上記事業所 

の工賃支払総額 
78,576千円

 
85,887千円

 
91,299千円

 
91,905千円

 
13,329千円

 

上記事業所 

の月延べ人数 
4,544人 4,716人 4,780人 4,729人 185人 

(参考)県予算執行額 

(補助金交付額) 
－

 
1,360 千円 1,918 千円 2,974 千円 －

 

(参考)１事業所当た

り補助金上限額 
－

 
10 万円 20 万円 20 万円 －

 

※補助金交付例：食品乾燥機・急速凍結庫の購入、苗木・支柱の購入、 

        業務用ミシンの購入、ショーケース設置の改修工事等 

 

(2) 農作業受託サポーター配置事業（H27～29） 

農業分野における障害者の福祉的就労の機会の創出・拡大により、障害福祉サービ

ス事業所で働く障害者の工賃向上を図るため、農家等と障害福祉サービス事業所の間

に入って、農作業の受注開拓や調整、作業支援を行う農作業受託サポーターを配置す

る事業を実施しました。 
  ○農作業受託サポーター配置事業活用事業所の工賃実績 

年度 H26 H27実施 H28実施 H29実施 差(H26-H29) 

事業活用事業所数 － 8 12 19 － 

「H27～29実施事業所」 

の平均工賃月額 
14,457円

 
14,767円

 
15,312円

 
15,499円

 
1,042円

 

上記実施事業所 

の工賃支払総額 
22,509千円

 
96,107千円

 
139,098千円

 
144,958千円

 
122,448千円

 

上右記実施事業所 

の月延べ人数 
1,557人 6,508人 9,084人 9,353人 7,796人 

(参考)県予算執行額 

(ｻﾎﾟｰﾀｰ謝礼金) 
－

 
1,156 千円 2,811 千円 4,355 千円 －

 

(参考)事業所受託額 

(農家から事業所へ) 
－

 
1,482 千円 3,786 千円 5,671 千円 4,189 円 

※農作業受託例：除草作業、苗箱洗い、もみがら袋詰め、じゃがいも掘り、 

       スイートコーンの種まき、ひまわりの刈り取り等 



 

４ 

 

４ 目標工賃 

 (1) 目標工賃月額 

年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

目標工賃月額 15,400 円 15,700 円 16,000 円 

(参考)事業所が 

掲げる目標工賃(※) 
14,495 円 14,885 円 15,285 円 

※事業所が掲げる目標工賃：205 事業所が作成した工賃向上計画の平均値。 

 

 (2) 目標工賃の考え方 

平成 29 年度に作成した県の最上位計画である「にいがた未来創造プラン」におい

て、就労継続支援Ｂ型事業所の作業工賃の平均月額を平成 32 年度は 16,000 円、平成

36 年度は 19,000 円としていることから、工賃向上計画においても同額の目標値を設

定します。なお、平成 30 年度及び 31 年度の目標値は、推計値により算出しました。 

 

 【参考】にいがた未来創造プランにおける目標値の考え方 

障害者が経済的に自立するためには、生活保護費（最低生活費）と照らし合わせた

際の必要工賃額（22,000 円）を目指す必要があります。まずは全国平均に追いつく

ことを中間目標（平成 32 年度）とし、最終目標（平成 36 年度）は中間目標と

22,000 円の中間値としました。 

（※「７ 資料 (1)【資料１】にいがた未来創造プランについて」参照） 

 

５ 現状と今後の課題 

  近年の就労継続支援Ｂ型事業所の工賃について、工賃支払総額は年々増加しているも

のの、利用者の増加及び利用者の就労日数が不安定なことなどにより、平均工賃月額は

伸び悩んでいる実態があります。 

利用者増加の背景には、就労継続支援の利用を望む利用者が多いことが挙げられ、ま

た、利用者の高齢化や重度化が進んでいる現状もあり、高工賃を求める利用者と、どち

らかというと高工賃よりは、安心して働き・過ごせる環境を望む利用者が混在している

事業所も多数あることも、平均工賃月額が上がらない要因の一つと考えられます。 

平成 30 年度の報酬改定で工賃実績に応じた報酬体系となったことにより、事業所の

効率的な経営について検討が必要な状況となっており、利用者のニーズに応じて生活介

護等を含めた多機能型事業所に移行するなど、事業所の機能分化をする流れになること

も予測されますが、利用者や家族が生活介護に移行することを望まないなど、サービス

利用の適正化が円滑に進まないことも考えられます。 

一方で、事業所の規模によっては、多機能型事業所に移行できない事業所もあり、利

用者が生活介護に移行したくても、就労継続支援を利用せざるを得ない状況もありま

す。 



 

５ 

 

これらの状況を踏まえたうえで、県としては、にいがた未来創造プランの達成目標

（成果指標）である平均工賃月額 22,000 円を目標に、県の施策を推進することが必要

であり、特に、約６割が分布している県平均工賃月額を下回る事業所への支援が、新潟

県の平均工賃向上につながると思われます。 

 

６ 具体的方策 

 (1) 事業所に対する支援 

    ア アウトソーシング推進事業 

県業務の事業所へのアウトソーシングをさらに推進するとともに、事業所からの

物品等の調達を促進することにより、県庁調達を拡大し、事業所の仕事量の確保を

支援します。 

 

    イ ネットワーク定着･拡充事業、授産活動コーディネート事業 

各事業所及びネットワークにおける授産製品・サービスの質の向上と量の確保を

促進するため、授産活動コーディネーターの配置や、ネットワークの定着・拡充を

支援します。 

 

  ウ 新規分野進出支援事業 

授産製品・サービスの質の向上を支援するため、新規分野に展開しようとする事

業所の進出準備・研究経費を助成します。 

 

   エ 農福連携事業 

農業分野での仕事量の増加を図るため、農作業受託サポーターの配置及び農業の

専門家の派遣を行うとともに、農福連携の県民への普及啓発や販路拡大を図るた

め、農福連携マルシェを開催します。 

 

    オ 障害者優先調達推進法に基づく物品等の調達 

障害者就労施設等からの物品等の調達の推進を図るための方針を定め、前年実績

を上回ることを目標に取り組むこととしています。 

 

 (2) 啓発普及 

ア 県民への働きかけ 

県民の購買促進等に向けて、県ホームページ等を通して授産製品等ＰＲします。 

 

イ 企業への働きかけ 

企業の発注促進に向けて、「授産活動コーディネート事業」や各種の広報機会を

活用し、対象事業所が提供する製品・サービスをＰＲします。 

 

ウ 市町村への働きかけ 

会議等において、発注促進とともに積極的な支援について働きかけます。 

また、同一市町村内の各事業所が連携して業務を受注することができるよう、事



 

６ 

 

業所間で構成される共同受注窓口の設置等に係る支援について働きかけます。 

 

７ 資料 

(1)【資料１】にいがた未来創造プランについて 

○ 平成32年度及び平成36年度の目標工賃 

障害者が経済的に自立するためには、最終的に生活保護費（最低生活費）と照ら

し合わせた際の必要工賃額（22,000円）を目指す必要がありますが、本県の就労継

続支援Ｂ型事業所における工賃月額（平成27年度）が全国33位であることから、中

間目標としてまずは全国平均に追いつくことを目標とします。平成36年度の目標値

は、過去の工賃実績を踏まえ、平成32年度の目標工賃16,000円と22,000円の中間値

である19,000円とします。 

 

  【平成32年度の目標工賃】 【平成36年度の目標工賃】 

16,000円         19,000円 

 

〔表１〕生活保護費（最低生活費）と照らし合わせた際の必要工賃額 

・グループホームを利用し障害基礎年金二級を受給するケースを想定 

項目 金額（円） 備考

グループホーム家賃 10,279 グループホーム平均家賃（３級地－２）
（障害福祉課調べ）

日常生活に必要な費用 64,030
生活扶助基準額参照　※

（食費・被服費・光熱水費等）

その他経費 22,630
障害者加算額参照　※

（タクシー利用等、障害による特別需要）

　支出計（A） 96,939

障害基礎年金２級 64,941 H29年額779,300円/12月

特定障害者特別給付費 10,000 グループホーム家賃補足給付

　収入計（B） 74,941

　不足額（C）＝（A－B） 21,998 必要工賃額

※生活保護制度（単身世帯、年齢20～40歳、障害等級表２級、３級地－２）における
　最低生活費を参照。  

 

（参考） 
就労継続支援B型事業所の目標工賃と工賃実績（月額） 　　　　単位：円

14,128 14,378

16,000

19,000

22,000

14,838 15,033

16,000
16,907

13,000
14,000
15,000
16,000
17,000
18,000
19,000
20,000
21,000
22,000
23,000

H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39 H40

県の目標工賃 全国平均額（見込み）

 



 

７ 

 

(2)【資料２】平成 30 年度新潟県自立支援協議会就労支援部会出席者 

（※圏域・市町村順） 

所属 (参考)【圏域】市町村
 

【障害福祉サービス事業所（就労継続支援Ｂ型事業所）】  

（特非）のんぴーり青山の会 のんぴーり青山 【新潟】新潟市西区 

（福）新潟慈生会 就労サポートじょぶ倶楽部 【下越】胎内市 

（福）新潟市中央福祉会 ワークセンター日和山 【新潟】新潟市中央区 

（福）とよさか福祉会 クローバー歩みの家 【新潟】新潟市北区 

（福）中東福祉会 さくらの里 【新潟】五泉市 

【市町村】  

胎内市 福祉介護課 【下越】胎内市 

新潟市 障がい福祉課 【新潟】新潟市中央区 

 

○事務局 

新潟県福祉保健部障害福祉課（担当：地域生活支援係） 

〒950-8570 新潟県新潟市新光町４番地１ 

TEL：025-280-5212  FAX：025-283-2062 

E-mail:ngt040260@pref.niigata.lg.jp 
 


